
プライバシーポリシー 新旧対照表 
（下線部分改正） 

現行 改正 
１．                （略） 
 
２．                （略） 
（１）～（６）          （略） 
（７）市場調査およびデータ分析やアンケートの実施等による金融

商品等やサービスの研究、開発、改良を行うため 
（８）～（１３）         （略） 
 
３.～４．            （略） 
 
５. 適正な管理 
当社は、個人情報等に関し、漏えい、紛失、改ざん、不正アクセス

等の防止に努め、個人データに関し必要な安全管理措置を講じ適正に
管理いたします。また、個人情報等の取扱いに関して、従業員に対し
て教育と適切な監督を行います。 

 
 

新 設 
 
 
 

新 設 
 

１．                （現行どおり） 
 
２．                （現行どおり） 
（１）～（６）         （現行どおり） 
（７）市場調査及びデータ分析やアンケートの実施等による金融商品

等やサービスの研究、開発、改良を行うため 
（８）～（１３）         （現行どおり） 
 
３.～４．            （現行どおり） 
 
５. 適正な管理 
当社は、個人情報等に関し、漏えい、紛失、改ざん、不正アクセス

等の防止に努めるとともに、個人データに関し以下の安全管理措置を
講じ適正に管理いたします。 
 
 
（基本方針の策定） 
個人データの適正な取扱いの確保のため、「関係法令・ガイドライン
等の遵守」、「質問及び苦情の窓口」等について基本方針を策定 

 
（個人データの取扱いに係る規律の整備） 
取得、利用、保存、提供、削除・廃棄等の段階ごとに、取扱方法、
責任者・担当者及びその任務等についての取扱規程を策定 



現行 改正 
 
 

新 設 
               
 
 
 
 

新 設 
 
 

新 設 
 
 
 
    

新 設 
 
 
 

新 設 
 
 
 

新 設 

 
（組織的安全管理措置） 
個人データの取扱いに関する責任者を設置するとともに、個人デー
タを取扱う従業者及び当該従業者が取扱う個人データの範囲を明確
化し、法や取扱規程に違反している事実または兆候を把握した場合
の責任者への連絡体制を整備 

 
（人的安全管理措置） 
個人データの取扱いに関して、従業者に対して教育と適切な監督を
実施 

 
（物理的安全管理措置） 
個人データを取扱う区域において、従業者の入退室管理及び持ち込
む機器等の制限を行うとともに、権限を有しない者による個人情報
等の閲覧を防止する措置を実施 

 
（技術的安全管理措置） 
個人データを取扱う情報システムを外部からの不正アクセスまたは
不正ソフトウェアから保護する仕組みを導入 

 
（外的環境の把握） 
外国に個人データを保管する場合は、その国の個人情報の保護に関
する制度を把握した上で安全管理措置を実施 

 
６．外国にある第三者への個人データの開示・提供 



現行 改正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当社は、法令等により認められる場合を除き、あらかじめご本人
の同意を得ることなく、個人データを外国にある第三者へ開示・提
供いたしません。ご本人の同意を得る場合には、当該国名、当該国
における個人情報の保護に関する制度、当該第三者が講ずる個人情
報の保護のための措置、その他参考となるべき情報等を提供いたし
ます。 
同意を得る際に当該第三者を特定できない場合は、その旨と具体

的理由、その他参考となるべき情報等を提供いたします。なお、事
後的に提供先の第三者を特定できた場合には、お客様は、当該国
名、当該国における個人情報の保護に関する制度、当該第三者が講
ずる個人情報の保護のための措置について、当社に情報提供をご請
求いただけます。 
当社は、個人情報保護委員会規則で定める基準に適合する体制を

整備している者に個人データを提供している場合は、個人データの
取扱いについて個人情報取扱事業者が講ずべきこととされている措
置に相当する措置の継続的な実施を確保するために必要な措置を講
じます。お客様は当該必要な措置について、当社に情報提供をご請
求いただけます。 

 
【外国証券取引口座における取引等に関して】 
（提供先の外国が特定できない旨及び具体的な理由） 

外国証券取引口座における取引等については、将来にわたりお客
様にお取引いただく金融商品は未定であり、また、どの外国当局・
保管機関等から、お客様の個人データの提供要請を受けるかをあら
かじめ把握することはできないため、事前に当該国名や当該国の個



現行 改正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６.～７．                      （略） 
 
８. 共同利用 

   （略） 
（１）             （略） 
（２）共同して利用する者の範囲 

当社の親会社である株式会社大和証券グループ本社および同社
の連結子会社 

（３）             （略） 

人情報の保護に関する制度等をお知らせすることはできません。 
 
（提供先が定まる前に本人同意を得る必要性） 

外国証券又は預託証券の取引をする際には、発行者又は取引所の
所在国等の法令等を遵守するため、又はお客様の配当金、利子及び
収益分配金等の果実を円滑に受領いただくために、当該国等の求め
若しくは所定の手続きに応じて、個人データの第三者提供を行わな
ければならない場面があります。このような場面において、法令等
により定められた期限、手続きに応じた対応をできない場合には、
最終的に、お客様に不利益が生じるおそれがあります。よって、お
客様に円滑に外国証券又は預託証券の取引を行っていただくため、
本約款に規定された場面に限り、あらかじめ、個人データの提供に
関する同意を取得させていただきます。 

 
 
７．～８．          （現行どおり） 
 
９. 共同利用 
               （現行どおり） 
（１）            （現行どおり） 
（２）共同して利用する者の範囲 

当社の親会社である株式会社大和証券グループ本社及び同社の
連結子会社 

（３）            （現行どおり） 
 



現行 改正 
（４）当該個人データの管理について責任を有する者 

株式会社 CONNECT 
      
 
 
９．～１０．           （略） 
 

１１. 個人情報等の取扱いに関するご質問・手続等 
当社は、個人情報等の取扱いに関するご質問・ご意見・苦情等に

対し、誠実かつ迅速な対応に努めます。 
また、当社は、「個人情報の保護に関する法律」に基づく開示等

の請求等を受けた場合には、ご本人からの請求であることを確認さ
せていただいた上で、法令等に従い、適切かつ迅速に回答するとと
もに、自主的に利用停止等を行うよう努めます。個人番号の保有の
有無について開示の請求があった場合には、個人番号の保有の有無
について回答いたします。なお、開示の請求にあたっては、当社が
別途定める手続に従い所定の手数料をいただく場合がございます。 
個人情報等の取扱いに関するご質問等および開示等の請求等に関

する手続の詳細につきましては、下記の受付窓口にお問い合わせく
ださい。 
 
 
１２．            （略） 
 
 

（４）当該個人データの管理について責任を有する者 
   株式会社 CONNECT 
      東京都中央区京橋一丁目２－１ 

代表取締役社長 大槻 竜児 
 
１０．～１１．        （現行どおり） 
 

１２. 個人情報等の取扱いに関するご質問・手続等 
当社は、個人情報等の取扱いに関するご質問・ご意見・苦情等に対

し、誠実かつ迅速な対応に努めます。 
また、当社は、「個人情報の保護に関する法律」に基づく開示等の

請求等を受けた場合には、ご本人からの請求であることを確認させて
いただいた上で、法令等に従い、適切かつ迅速に回答するとともに、
自主的に利用停止等を行うよう努めます。個人番号の保有の有無につ
いて開示の請求があった場合には、個人番号の保有の有無について回
答いたします。なお、開示等の対象には第三者提供記録を含みます。
これらの場合、当社が別途定める手続に従い所定の手数料をいただく
場合がございます。 
個人情報等の取扱いに関するご質問等及び開示等の請求等に関する

手続の詳細につきましては、下記の受付窓口にお問い合わせくださ
い。 
 
１３．              （現行どおり） 
 
 



現行 改正 
 
2020年5月27日改訂 
株式会社CONNECT 
 

 
2022 年 4 月１日改訂 
株式会社 CONNECT 
代表取締役社長 大槻竜児 
 

 


